
2023〜2025年の建築AI設計支援ツールと技術
的課題 
近年（2023～2025年）、建築設計分野ではジェネレーティブデザイン、BIM連携、図面自動生成、法規
チェック、環境解析、レンダリングなどの AI設計支援ツール が次々と登場し高度化しました。しかし、そ
の高度な機能にもかかわらず業界への広範な普及は進んでいません。その大きな原因として 技術的
な精度や信頼性の問題 が指摘されています。本レポートでは各ジャンルのAIツールについて、2023年
から2025年にかけての動向と技術的限界を年度別に整理し、精度・汎用性・モデルの偏り・解釈困難
性など実務適用上の障壁を詳述します。また、これらの課題克服に向けた展望についても言及します。 

ジェネレーティブデザイン（自動プラン生成） 
2023年: 建築分野にもジェネレーティブデザイン（Generative Design）のAIツールが本格化しました。代
表例としてAutodesk Forma（旧Spacemaker）、ARCHITEChTURES、Maket.ai などが挙げられ、敷
地条件や基本的な法規・要件を入力すると数分で多数のプラン案を自動生成できるようになりました。

これにより初期計画の検討スピード向上が期待されました。しかし、実際には 生成された多数の案の
大半が非現実的で使い物にならない ことが課題となりました。アルゴリズムが大量のプランを機械的に
生み出す一方で、「100件の凡庸な案より1件の熟考された案の方が価値がある。もしソフトが本当に優
秀なら、むしろ少数の良案だけを出すはずだ」という指摘もあります。つまり、量産されたプランの質不

足 が問題となり、設計者は結局何百ものプランから取捨選択・修正しなければならず、期待ほどの効
率向上につながっていません。また、生成結果の多くは建築基準や構造上の要件を完全には満たして

おらず、人手での手直しが不可欠でした。 

2024年: ジェネレーティブデザインAIはさらに発展し、ユーザインターフェースの改善やBIMとの統合が
進みました。Autodesk Formaはクラウドサービスとして正式提供され、Maket.aiは住宅プラン分野で法
規順守を謳うツールをリリースしています。一部の事例では、都市計画段階のボリューム検討を従来2
日かかったものが1.5時間で完了するといった効率化が報告されました。しかし依然として課題は残存し
ています。実務者の評価によれば、「Revitのジェネレーティブデザイン機能は導入から2年経ってもほと
んど改善されておらず、試した他の自動プラン生成ツールも実用には程遠かった」という声があります。

これは現在の生成AIがまだ設計者の要求する水準に達していないことを示します。また、評価指標の
限界も指摘されています。AIは最適化の目標に設定した定量的指標（床面積効率や日照量など）には
従いますが、美観や文脈適合性など定量化しにくい質的要素を判断できません。そのため「測定できる

性能が必ずしもデザインの本質ではない」という問題や、設計者の意図しない方向に最適化が偏るリス

クがあります。さらに、学習データやアルゴリズムのバイアスもあり、生成される形態が過去の有名建築

のエッセンスをなぞったような 画一的提案 に陥るケースも報告されています。実際「AIが作る案は独創
性に欠ける」といった批判や、似たような有機的曲線や非現実的構造物ばかり量産されることへの飽き

も一部で生じていました。 

2025年: 最先端の大規模モデルやハイブリッドAI（例：Anthropic社のClaude 3.7 Sonnetなど）が登場
し、より高度な推論や大量コンテキスト処理が可能となったことで、ジェネレーティブ設計AIも徐々に精
度向上が図られています。入力できる条件の複雑さが増し、より現実的な制約考慮が期待されていま

す。しかし根本的な信頼性の課題はなお残っています。懐疑的な建築実務者は「AIの提案は所詮机上
の空論で、構造・施工・法規を無視した形だけのものが多い」と指摘しています。実際、SNS上でもAI生
成の奇抜な高層建築案に対し構造エンジニアが「どうやって建てるんだろう（笑）」とコメントする例が見

られ、プロフェッショナルほどAIの限界を冷静に見極めています。結局、人間が後修正しなければならな
いのであれば労力削減にはつながらないという懸念も根強く、肝心な部分でAIを信用できない状況で



す。総じて、ジェネレーティブデザインAIはコンセプト検討の補助ツールとして一定の有用性は示したも
のの、2025年時点でも実務の主流となるには至っていません。精度と信頼性の抜本的向上、例えばよ
り厳密な制約設定や結果に対する説明性の付与などが達成されない限り、広範な普及は進まないと考

えられます。 

BIM連携・モデリング支援 
2023年: BIM（Building Information Modeling）分野でもAI活用が模索され始めました。点群スキャンか
ら自動でBIMモデルを起こす「Scan-to-BIM」のAI技術が注目され、既存建物の3Dモデル化や設計合意
の高速化が期待されました。また、設計変更時に自動で関連要素を修正するアルゴリズムや、クラッ

シュチェック（干渉検出）の自動化など、BIM内の反復作業をAIで省力化する試みも登場しました。しか
し、BIMモデルは設計・施工情報の集約体であり、わずかな不正確さも重大な支障となります。2023年
時点のAIは、点群から壁・柱を認識する際のミスや、複雑形状の部材を簡略化しすぎる傾向があり、生
成されたモデルを結局人手で修正する必要が多々ありました。BIMソフトに組み込まれたAI機能も、限
定的なシナリオでは有効でも、少しイレギュラーなケースでは意図しない動作をしてモデルを崩してしま

う懸念があり、現場での本格利用には慎重さが求められました。 

2024年: 大手ソフトウェアもAI搭載を進め、例えばBIM上で対話的に作図・修正を行うアシスタント（
EvolveLab社「Glyph」など）が登場しました。音声やテキスト指示でレイアウト変更やモデリングを行え
る実演が話題となり、設計者の単純作業を肩代わりする可能性が示されました。またAutodeskは2024
年にかけてAutodesk Copilot構想を発表し、RevitやAutocadに生成AIを組み込む取り組みを進めて
います（開発中段階）。こうしたBIM統合AIは興味を集めましたが、精度不足によるフラストレーションも
報告されています。あるユーザは「AIにカーテンウォールの仕様書を書かせてみたが、45分以上かか
り、その間出力を逐一チェックして欠落情報を再指示するハメになった。素直に既存の専門ソフトを使っ

た方が早かった」と述べています。これは、BIMや仕様作成へのAI活用において、人間が介在して細部
を詰め直す手間が依然として大きいことを示しています。また、BIM統合AIには相互運用性（インターオ
ペラビリティ）の課題もあります。例えばAIが提案した変更を既存のBIM標準や他分野のモデルと整合
させるには追加作業が必要で、設計フローにシームレスに組み込むには至っていません。結果として

2024年でも、BIM連携AIは一部先進企業で試験導入される段階に留まり、広範な定着にはつながって
いません。 

2025年: AIとBIMの融合は引き続き模索されています。最新AIは膨大なプロンプトやコードまで理解で
きるようになりつつあり、「BIMモデルのどの部分が設計基準に適合していないか指摘する」ような問い
合わせにテキストで答えるといった将来的展望も語られています。実際には2025年時点でそのレベル
の実装はまだ実現していませんが、BIMデータと法規・テキストを同時に処理する研究が進んでいま
す。BIM連携AIの精度も徐々に改善し、Scan-to-BIMでは標準的なオフィス空間であればかなり正確に
モデル化できる事例が増えてきました。また、クラウド上のBIMモデルをAIが監視し、齟齬や整合性エ
ラーをリアルタイム検出する試みも出てきています。ただし、どの場合でも人間の専門的レビューを省く

ことはできない点に変わりはありません。プロジェクト固有のディテールや条件に対して、AIは依然弱く、
設計者が「こんな細部条件は自分で描いた方が早い」と感じる場面は少なくありません。法的な責任の

問題もあり、AIが自動生成したBIMモデルに誤りがあった場合のリスクを誰が負うのか不透明なため、
企業としては慎重にならざるを得ません。総じて、BIM連携のAI活用は将来性は高いものの、精度と透
明性が十分担保されない限り本格的な普及は難しく、2025年現在も実用実験の域を出ていないのが現
状です。 

図面自動生成（自動製図・ドキュメンテーション） 
2023年: 設計図書（平面図・立面図・詳細図など）の自動生成は、建築AIの中でも特にハードルの高い
領域です。2023年にはイスラエルのスタートアップSWAPPが「AIによる建築施工図を数分で自動作成



する」プラットフォームを発表し注目されました。SWAPPはBIMモデル（Revit）に統合され、自動で各種
図面を生成・一括修正できるとうたわれました。しかしコミュニティの反応は懐疑的で、「話がうますぎ

る。結局基本のモデリングやコーディネートは自分で全部やって、見た目の仕上げを少し自動化する程

度ではないか」という声が上がりました。実際、「AI搭載と称していても所詮プリセット化された詳細を挿
入しているだけで、ユニークな条件には対処できないだろう。充分な注意と検証なしに使えば法的にも

危険で、結局自分で描いた方が確実」という専門家の指摘もあります。要するに、図面自動生成AIはま
だ限定的な定型業務しか対応できず、少し特殊なケースになると破綻するのが2023年時点の実情でし
た。 

2024年: 自動製図分野のAIは引き続き進歩し、例えば寸法やタグ付けの自動化、図面とBIMモデルの
ズレチェックなど部分的なタスクでの精度向上が見られました。SWAPPは資金調達を成功させ、北米
の集合住宅や学校設計向けにサービス展開を図りました。また、大規模言語モデルを用いて「間仕切り

プランを文章から生成」「手描きスケッチから自動でCAD図化」といった研究的デモも登場しました。しか
し、包括的な施工図セットをAIだけで自動作図することは依然困難です。2024年においても、多くの設
計者はAIを下図作成や凡ミス検出の補助として使うに留め、主要な図面作成は人間が担っています。
技術的には、建築図面には数多くのルール・慣習・例外ケースが存在し、AIがそれらすべてを網羅する
のは極めて難しい状況です。特に日本のように独自の製図基準が厳格な国では、AIが描いた図面をそ
のまま承認図や申請図に使える水準には到底達していません。モデル訓練データの偏りも課題です。

AIが過去の限られたプロジェクトデータで学習している場合、新奇なデザインや特殊ディテールでは
誤った推論をしてしまいます。またブラックボックスなモデルでは「なぜその図面表現となったのか」説明

ができず、責任の所在が不明確なため、企業が全面的に採用するにはリスクが高い状態です。 

2025年: 一部では図面自動生成AIの有用性が認知され始めました。例えばルーチンな配置図や面積
表の自動作成、数値チェックの自動化など、人為的ミスを削減する用途には実務適用が進みつつあり

ます。また、詳細図作成でもパラメトリックに標準ディテールを差し込む支援ツールが高度化し、ドラフ

ターの作業時間を短縮しています。しかし、実務の信頼を得るレベルの完全自動化には至っていませ

ん。建築図書は法規制や施工法、発注者の指定など様々な要件を満たす必要がありますが、AIがそれ
らを全て網羅できる保証がありません。2025年現在でも、AI作図ツールを使った図面は必ず人間が
チェック・訂正しており、いわば「下書き支援」に留まっています。今後、信頼性向上のためには専門特

化型のモデル開発や、生成結果に対するエラーチェック機構（例：法規や製図基準と照らし合わせて検

証するAIの二重化）などが求められます。現状では精度99%以上の保証でもない限り、建築士は最終
図面をAI任せにはできないという慎重な姿勢が一般的です。 

法規チェック（コードコンプライアンス） 
2023年: 建築基準法や消防法といった複雑な法規チェックは、本来的に自動化が難しい分野ですが、
2023年に大きな進展がありました。米国のスタートアップUpCodesが、建築コード（規準集）をAIでリ
サーチできる「Copilot」機能をリリースし話題となりました。これは大規模言語モデル（LLM）を活用し、
ユーザーが平易な質問を入力すると関連する条文を抽出・回答してくれるというものです。従来、法規

集を人力で調べていた作業が効率化される期待があります。しかし、法規分野でのAI活用には固有の
技術的ハードルがあります。第一に、法律テキストは頻繁に改訂され地域差も大きいため、最新かつ包

括的なデータを扱うことが難しい点です。AIが学習時点の古い情報を元に回答してしまうリスクや、ある
地域の規則を別の地域に誤適用してしまう危険があります。UpCodes社は自社データベースと紐付け
て常に最新の法令を参照する工夫をしていますが、それでも管轄ごとの16万件に及ぶ改訂を網羅する
のに多年を要したとされています。第二に、LLM特有の「幻覚（hallucination）」問題があります。つま
り、AIが自信ありげに存在しない条文や誤った解釈を作り出す可能性です。UpCodesはこれに対処す
るため、AIをプロジェクトの所在地・用途に該当する法規データに限定（フェンシング）し、回答には必ず
出典を付けるようにしました。このように参照付きで根拠を示すことで、ユーザーが結果を検証できるよ



う配慮しています。それでもなお、法規チェックAIは**補助的な「リサーチ助手」**と位置づけられてお
り、最終的な適合性判断は必ず人間の建築士・審査員が行う必要があるという認識です。 

2024年: 法規チェックAIの精度向上と適用範囲拡大が図られました。UpCodesのようなテキストQA型
だけでなく、BIMモデルと連動して自動でコード違反をマークアップする研究も進んでいます（例えば間
取り図から自動で避難経路の不備を指摘する試み等）。また、各国で建築法規集のデジタル化とオー

プンデータ化が進み、AIが利用できる良質な訓練データが増加しました。しかし、技術的限界は依然残
ります。法令は文脈や用語定義が極めて厳密である一方、あいまいな判断を求められるケース（「著しく

高温となるおそれのある設備」等の文言）も存在します。AIは前者の厳密さには対応できても、後者の
ようなケースでは未だ人間の専門判断が必要です。またブラックボックス型AIへの不信も根強く、AIが「
NG」と判断した理由を説明できなければ実務では使えません。2024年には「説明可能なAI（XAI）」の重
要性が法規分野でも認識され、AIの判断根拠を可視化・追跡する取り組みが求められました。加えて、
モデルの汎用性も課題です。あるAIが米国コードで高精度でも、日本の建築基準法や欧州の規格には
対応できない、といったように各地域・分野ごとにチューニングが必要な状況です。結果として2024年段
階では、法規チェックAIは一部の先端的な審査支援ツールとして試用されているものの、建築実務者の
大多数にとっては参考情報を素早く引き出す 検索ツール止まり であり、最終的な信頼は置かれていな
い状態でした。 

2025年: 最新のLLMや知識グラフ技術により、法規AIは徐々に進歩しています。例えば日本でも国土
交通省監修の法規集データを用いた実証実験が行われ、一定の条文マッチング精度が確認されました

（精度90%以上の条文抽出など）。また、オーストラリアではArchie AIのように国内コードに特化した
チャットボットが実用化され始めています。これらはユーザーが質問すると該当する条文や解説を即座

に提示し、設計初期段階での法適合性検討を支援しています。それでも残る課題は、最終的な適合性

判断の信用性です。法規違反は建築物の安全性に直結するため、誤りが絶対に許されない領域です。

2025年現在のAIは、人間の専門家が見れば見落とさない明白な事項（例：非常口の数やバリアフリー
寸法の不足）を指摘するレベルにはありますが、複合的な条件の組み合わせや新規性の高い設計要

素については見逃しや誤判断のリスクがあります。加えて、法規そのものも時代に合わせ変化していく

ため、AIも継続的な学習とアップデートが必要です。専門家からは「AIはデータ処理の迅速化には有用
だが、結論を鵜呑みにすると重大な見落としを招きかねない」との慎重な声があり、多くの建築士はあく

まで ダブルチェック要員 としてAIを位置づけています。今後の克服課題としては、法規データのさらな
る充実と公開、モデルの説明性強化、そして人間のコード専門家とのインタラクション（共同で判断を下

す仕組み）の構築が挙げられます。これらが実現すれば、将来的にはAIが法適合性チェックの大部分
を担い、人間が確認・承認するという形に近づく可能性がありますが、2025年時点ではまだ過渡期と言
えます。 

環境解析・サステナビリティ評価 
2023年: 建築の環境性能（省エネ・断熱・日照・風環境など）分野でもAI活用が模索されました。エネル
ギーシミュレーションは従来専門ソフトで時間をかけて行っていましたが、2023年頃から機械学習により
結果を迅速に予測する試みが登場しました。例えば過去の膨大なシミュレーション結果で訓練したAIモ
デルに建物形状や仕様を入力すると、年間消費エネルギーや室内環境指標を即座に推定する、といっ

たものです。これにより初期段階で無数の案を評価し、有望な案だけ精密解析するといった活用法が期

待されました。しかし、技術的精度の問題が顕在化しました。AIは学習データ内での予測精度は高いも
のの、設計が訓練範囲を外れると大きく外れた結果を出すことがあります。例えば新素材の断熱特性

や前例のない形状の建物では、AIが適切に評価できないのです。また、ブラックボックスモデルではな
ぜその環境性能になるのかの要因分析が難しいため、設計改善に結びつけにくいという課題もありまし

た。さらに建築環境解析は法規や認証制度（LEEDなど）とも関連しますが、公式には従来型シミュレー
ションでの検証が求められることも多く、AIによる推定結果だけではエビデンスとして不十分でした。 



2024年: 環境解析AIはデータ拡充とアルゴリズム改良により徐々に精度を増しました。建物のエネル
ギーデータや気象ビッグデータを活用し、都市スケールでのエネルギー需要予測やカーボンフットプリ

ント算定にAIが使われる例も出てきました。たとえば、ある研究ではAI活用により中規模オフィスビルの
エネルギー消費を8〜19%削減できる潜在性が示されています。設計段階でも、日射熱取得や採光シ
ミュレーションをリアルタイムに近い速度でAIが概算し、プランの環境性能比較を支援するツールが試
作されました。こうした進展にもかかわらず、業界での受容は慎重です。理由の一つは汎用性・再現性

への不信です。AIモデルの推定は一種の近似であり、本当にその性能が担保できるかは最終的に詳
細解析で検証せねばなりません。エネルギー検証では法規上も指定の計算法があるため、AIの結果は
参考値にとどまります。また、データの偏りも引き続き問題です。多くのAIモデルは標準的な気候や一
般的建物用途で訓練されており、特殊な条件下（極端な気候、特殊用途建築など）での精度低下が懸

念されます。実務では、もしAIが「この設計はエネルギー効率が高い」と評価しても、設計者や環境エン
ジニアはそれを鵜呑みにせず、自らシミュレーションを回して裏付けを取る姿勢が2024年でも一般的で
した。AIは定性的な傾向把握や異種要素の相関発見には役立つが、数量的な保証には人間によるク
ロスチェックが必須だったのです。 

2025年: 建築環境解析におけるAI利用は「人間とAIの協調」へとシフトしつつあります。完全自動でな
く、AIがまず大量のラフシミュレーションを代行し、人間が重要なケースを精密解析するという ハイブリッ
ド型ワークフロー が検討されています。最新の研究では、AIが生成するサロゲートモデル（代理モデ
ル）と物理法則モデルを組み合わせ、両者の誤差をリアルタイム校正しながら高精度かつ高速に環境

性能を評価する試みもあります。これにより一桁速い反復検討が可能になりつつありますが、それでも

最後の詰めは人間です。特にサステナビリティ評価では、AIには読み取れない設計者の意図（どの性
能を優先するか等）や、プロジェクト固有の制約（設備更新計画やコスト要件など）が絡みます。2025年
現在、AIは大量データ処理や最適化の提案で人間を支援するものの、最終的な統合判断やトレードオ
フの決定は設計チームが担っています。また、建築環境分野では信頼性確保のためのガイドライン策

定も議論されています。例えば「AIを用いた環境評価結果の提出時には、従来手法との誤差検証を添
付する」といったルールです。今後の克服課題としては、AIの予測精度そのものを上げることに加え、結
果の不確実性を定量的に示す仕組みや、AIが見落としがちな要因を補完する体制づくりが重要です。
これらが整えば、将来的にはAIが設計の環境最適化を強力に後押しし、カーボンニュートラル建築の実
現に寄与すると期待されますが、2025年時点ではまだ「有望だが要検証」の段階と言えるでしょう。 

レンダリング・ビジュアライゼーション 
2023年: 画像生成AI（生成系AI）の爆発的進化により、建築のレンダリング手法も大きく変化しました。
MidjourneyやStable Diffusion、DALL·E 2といったテキストから画像を生成するモデルが普及し、建築
家がコマンド一つでリアルな外観パースや内観イメージを得ることも可能になりました。実際、若手を中

心にコンセプト段階でこうした画像生成AIを使う動きが顕著で、「スケッチから一晩で魅力的なビジュア
ル提案ができる」との声もありました。しかし、プロフェッショナルな場で使うには精度と整合性の問題が

ありました。テキスト生成AI同様、画像AIももっともらしい結果を出力しますが、その中身が正確とは限
りません。例えば建築パースでは、構造的にありえない要素が混入したり、実際の設計図と一致しない

ディテールが描かれたりします。「AIが作ったパースは一見リアルだが、よく見ると辻褄が合っていない
箇所がある」との指摘が多く、下手にクライアントに見せると誤解を招く恐れもありました。また、画像生

成AIには学習データの偏りからくるスタイルの画一化も見られ、出力が似通った傾向になることがあり
ます。ある調査では、「テキスト-to-画像の生成AIはプロが使うには品質・正確性・完全性が不十分であ
る」との評価も示されています。そのため2023年時点では、多くの事務所がコンセプト検討の内部用途
に留め、対外的な提案には従来のレンダリング手法を併用するケースがほとんどでした。 

2024年: レンダリング分野でのAI統合が本格化しました。Autodesk傘下の**Chaos（Enscape/V-Ray開
発元）**は、設計モデルを入力するとディフュージョンモデルが自動でテクスチャやコンテキストを補完し
て高品質なイメージを生成するツール「Veras」を公開しました。GraphisoftもArchicadにStable 



Diffusionを組み込んだ実験的機能を提供し、テキストプロンプトでスタイルを変えたビジュアライゼー
ションを行えるようになりました。これらにより、設計者はBIMモデルさえ用意すればAIが瞬時に様々な
レンダリング表現を提示してくれる環境が整いつつあります。画質も向上し、色忠実度や陰影表現が改

善され、より「写真らしい」出力が得られるようになりました。一方で、制御性と信頼性の課題は依然残り

ます。AIレンダリングはブラックボックスに近く、細部のカスタマイズや連続するカメラアングル間での一
貫性確保が難しい場合があります。「思い通りの画像になるまでプロンプトを調整する手間がかかり、

生産性向上効果が相殺される」との声も一部にあります。また、AIが勝手に付加したディテールが元の
設計意図と食い違うケースも散見されました。例えば外装材の質感をAIが恣意的に変更してしまい、ク
ライアントに誤解を与える可能性などです。透明性の欠如も指摘されています。レンダリングAIが何をも
とにその表現を選択したのか不明なため、出来上がりに対する説明ができず、デザイン意図の伝達に

支障を来す懸念があります。さらに、画像生成AIの学習に既存の建築写真が多数使われていることか
ら、著作権やオリジナリティの問題も2024年に議論が深まりました。有名建築の特徴を無断で模倣して
いるのではという倫理的な指摘や、AIらしい既視感のある表現への飽きも一部で生じています。 

2025年: AIレンダリングツールはさらに進化し、ユーザーが細部をコントロールするための機能が強化
されました。たとえば「この部分は変更せずに写実化せよ」「窓の位置は図面通り厳密に守れ」といった

条件を与えながら画像生成できるインターフェースが登場しています。これにより設計から逸脱した描

写をある程度抑制できるようになりました。また、各社は独自スタイルのモデルを訓練し、汎用モデルで

はなく建築ビジュアライゼーション特化型の生成AIを開発しています。その結果、以前よりは出力の一
貫性と信頼性が向上し利用可能な場面も増えてきました。しかし、業界全体の懸念は依然高い水準に

あります。実務者の声として「AIが生成した情報は見た目はもっともらしいが、重大な誤りを含むことが
あり得る。過信すると大きなミスにつながる」という指摘もあります。レンダリングについても同様で、AI
画像だけでプレゼンした後に「実際の設計と違う」となれば信用を損ないかねません。結果として2025
年現在、多くの設計事務所はAIレンダリングを補助ツールと位置づけ、本番のプレゼンテーションには
人間がチェック・修正したレンダリングを用いる方針を取っています。将来的な課題としては、AIレンダリ
ングの精度保証と一貫性をどう高めるかがあります。一つはBIMモデルと連携してジオメトリ的な整合
性を保つ技術、もう一つは生成プロセスを記録・説明できる仕組みの構築です。これらが確立すれば、

AIレンダリングもより安心して活用できるようになり、設計ビジュアライゼーションの生産性が飛躍的に
向上する可能性があります。 

おわりに：精度・信頼性向上に向けた展望 
2023～2025年を通じて、建築設計支援の各領域でAIツールは飛躍的な進歩を遂げました。しかし、技
術的な精度不足や信頼性への不安が原因で、依然として広範な実務適用には至っていません。ジェネ

レーティブデザインでは大量のプラン生成が可能になった反面、その多くを取捨選択する負担が生ま

れ、AIの提案が実際に建てられる保証も乏しい状況です。BIM連携や図面自動化では部分的な効率化
が見える一方、ちょっとした誤りがプロジェクト全体に波及するリスクゆえに、最終判断は人間に委ねら

れています。法規チェックでは高速検索が可能になったものの、法的責任を負えるレベルの厳密さと説

明能力が求められています。環境解析では迅速な予測が可能になりつつありますが、気候変動時代に

合わせた柔軟な適応力はまだAI単独では不十分です。レンダリングでは鮮やかなビジュアルを即座に
得られるようになりましたが、デザインの正確な伝達という点で課題が残ります。 

もっとも、多くの専門家はAIが今後も建築業界に定着し発展していくこと自体には前向きです。実際、設
計以外の文書作成や事務作業でのAI利用は急速に広がっており、設計そのもののAI活用も「時間の問
題」という見方があります。ただし、それには**「賢い付き合い方」**の確立が不可欠です。具体的には、
以下のような課題克服の方向性が議論されています： 

● 精度向上と検証プロセスの組み込み: AIモデルそのものの精度を高めることはもちろん、出力
結果を検証・補正する二段構えのプロセスを構築する。例えばAIの提案に対し別の検証AIや



ルールベースシステムがチェックを行うなど、誤りの検出率を上げる仕組みです。 
 

● 説明可能性（Explainability）の確保: AIがなぜその出力に至ったか、人間に理解できる形で示
す機能を持たせる。ブラックボックスではなく、「この法規に違反する恐れがあるからNGと判断し
た」等の理由提示や、生成デザインの評価根拠の開示などが求められます。これによりユー

ザーがAIを信用しやすくなります。 
 

● データセットの拡充と偏り是正: モデルの学習データを多様化・最新化し、バイアスを低減する
取り組みです。例えば様々な国・地域の設計データや、多様な様式の建築事例をバランスよく

含めることで、AIが偏った提案ばかりしないようにすることが考えられています。また不足しがち
な法規や環境データの整備も重要です。 
 

● ドメイン知識との統合: 純粋なデータ駆動AIだけでなく、建築固有のルールや制約条件を組み
込んだハイブリッドAIの開発です。物理法則や設計ガイドラインを事前知識として持つAIであれ
ば、非現実的な結果を初めから除外できる可能性があります。 
 

● ユーザー教育とリテラシー向上: ツールを使う建築実務者側のスキル向上も欠かせません。AI
の長所短所を理解し、うまくプロンプトを工夫して望ましい結果を引き出す能力（プロンプトエン

ジニアリング）や、AI出力を批判的に精査するリテラシーが重要になります。今後は建築教育の
中でもAI活用法を教える動きが広がるでしょう。 
 

こうした取り組みが進めば、2030年頃までには現在指摘されている 精度・信頼性の壁が徐々に克服 さ
れていくと予想されます。市場予測では建設業向けAI市場は2023年の18億ドルから2030年には120億
ドル規模へ年率20%で成長すると見込まれており、各社の投資も加速しています。現場の建築家の意
識も、「AI時代の波は避けられない。その中で自分たちの強みを活かしつつ共存する道を探る」という方
向にシフトしつつあります。 

結論として, 2023〜2025年に登場した建築AI設計支援ツールは、その 高度な機能にも関わらず技術
的精度・信頼性の課題から普及が限定的 でした。しかし、これらの課題は十分認識されており、改良と
対策が日進月歩で進められています。AIツールが建築実務で確実に信頼できるパートナーとなるため
にはもう少し時間がかかりそうですが、将来的な可能性は非常に大きく、課題克服次第で設計プロセス

を飛躍的に革新し得る でしょう。今後数年での更なる技術進歩と運用ノウハウの蓄積に期待が寄せら
れています。 
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